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「幼稚園教育要領」（1956年）作成の
政策的背景とその特質
大岡　ヨト　
キーワード：「幼稚園教育要領」（1956年）・保育内容
【要　旨】筆者は戦後における幼稚園教育の成立と展開に関して、主に幼児教育観と保育内容、及びその実
践についての総合的な研究を構想しているが、本論文はその１つに位置づくものである。
　戦後の幼稚園の教育内容の指針について見ると、まず、1948（昭和23）年に『保育要領（試案）』が刊行さ
れ、その改訂版として1956（昭和31）年に「幼稚園教育要領」が刊行された。戦後に成立した新たな幼稚園
の保育内容に関する研究として、保育の指針として示された『保育要領（試案）』（1948年）の刊行に関する
背景やその内容的特質については既に考察している１）。そこで、本論文では、『保育要領（試案）』（1948年）
がどのようにして改訂され、「幼稚園教育要領」（1956年）ではどのような保育内容が相応しいとされたのか
いう観点から、改訂の背景と経緯、作成に際しての議論、さらには、「幼稚園教育要領」（1956年）の特質を
明らかにした。また、「幼稚園教育要領」に対する教育関係者間での理解についてもあわせて考察することで、
戦後の新たな幼児教育観とそれに基づいて策定された保育内容の特質を明らかにした。『保育要領（試案）』
（1948年）では、保育内容において「楽しい幼児の経験」を重視した自由主義であったのに対して、「幼稚園
教育要領」（1956年）では、「領域」によって系統的に保育内容を示し、保育内容に一貫性を持たせることに
重きが置かれたのであった。
はじめに
　本論文は戦後に成立した新たな幼稚園の保育内容について、1956（昭和31）年に刊行された「幼
稚園教育要領」に着目し、その立案過程と保育内容の特質について考察するものである。特に、
その過程で作り上げられた新たな幼児教育観とそれに基づいて策定された「幼稚園教育要領」の
内容的特質を明らかにすることを課題としている。
　戦前の幼稚園における保育内容は、その単独法令である「幼稚園令」（1926年）に基づき、「遊
戯」、「唱歌」、「観察」、「談話」、「手技等」の保育５項目が定められていた。そして、戦後の1947（昭
和22）年３月に確立した「新学制」の下では、幼稚園の制度上の位置は大きく変化した。幼稚園
は「学校教育法」第１条において、小学校などと並ぶ「学校」として一貫した学校教育体系の中
に位置づき、初等教育以前の幼児教育を担う機関として明確に規定されたのである。そして、ま
ず保育の指針として、1948（昭和23）年に『保育要領（試案）』が刊行されるのであるが、それ
が改訂される形で1956（昭和31）年の「幼稚園教育要領」へと繋がり、さらには、保育内容の基
本的枠組みはそのままに改訂を重ね、今日の「幼稚園教育要領」（最新は2008年改訂）に至って
いる。このような戦後の幼稚園の新たな制度的な位置づけと保育内容の策定は、戦後改革期にお
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ける米国教育使節団の報告書や教育刷新委員会における議論を受けてなされたものであり、そこ
には新たな幼児教育観が存在していたのである２）。
　戦後の幼稚園教育に関する先行研究においては、政策的内容及びその制度、さらには保育内容
を歴史的に解明している研究は少なく、特に「幼稚園教育要領」（1956年）に関しては、『保育要
領（試案）』（1948年）の改訂に至る制度的背景や改訂理由について詳細に分析したものはない。
したがって、本論文では戦後における幼児教育観及び教育内容に関する一研究として、今日の
「幼稚園教育要領」の基盤としての1956（昭和31）年の「幼稚園教育要領」が刊行されるまでの
経緯と保育内容について考察し、その特色と意義について明らかにする。
　本論文の構成としては、第１に、「幼稚園教育要領」（1956年）がどのようにして刊行されたの
かという観点から、まず、『保育要領（試案）』の改訂が必要とされた背景と改訂の経緯について
分析するとともに、「幼稚園教育要領」の作成に際して、そこでの議論はどのようなものであっ
たのかについて考察する。第２に、刊行された「幼稚園教育要領」に対して、教育関係者の間で
はどのような理解がされたのかを考察し、「幼稚園教育要領」の教育内容と特質を明らかにする。
これらの考察により、戦後の新たな保育内容が形成された経緯と特質について明らかにすること
ができると考える。幼稚園の実践における保育内容の展開などは、紙幅の関係上、別稿で論じる
こととする。
１．「幼稚園教育要領」成立までの制度整備
（1）『保育要領（試案）』（1948年）改訂の背景
　上述したように、1956（昭和31）年に「幼稚園教育要領」が刊行されるが、それは保育の指針
として1948（昭和23）年に刊行された『保育要領（試案）』の改訂としてなされている。そこで
まず、その改訂に至る背景について考察する。
　『保育要領（試案）』（1948年）が刊行されたのち、様々な反響があった。教育関係者の間では、
新たな幼児教育の本質を明らかにしようとした『保育要領』の立場に共感した者も少なくなく、
『幼児の教育』といった専門誌に意見が投稿されたり、日本保育学会の大会で議論が交わされる
など、『保育要領』の趣旨を理解するための様々な催しがなされた。その一方で、それまでの幼
児教育のあり方に比べて、その説くところがあまりにもかけ離れているために、どう解釈すべき
か当惑する者も多かった。また、小川正通は1948（昭和23）年11月の日本保育学会第１回大会に
おいて、『保育要領』で「自由遊び」が非常に多義に使われ、これにより躾が軽視されることを
危惧し３）、また坂元彦太郎は小川に同意し、「自由遊び」の広義や狭義が書かれていなかったた
めに保育者に混乱をもたらしたであろうと示唆している４）。すなわち、『保育要領』においては、
保育の全てを「自由遊び」としながら（広義）、一方では「楽しい幼児の経験」における項目の
１つに「自由遊び」をあげていたために（狭義）、その論理に矛盾が生じていたのである。
　さらには、より明確でかつ系統的な指標となるものを要求する声も多かった。また当時、各園
では新たなカリキュラムの編成の試みがなされていた。これは、小学校のカリキュラム編成に影
響を受けたもので、いわゆるカリキュラムブームが起こったのである。しかし、『保育要領』は
カリキュラムの展開に役立っても、編成にはほとんど役立たないものであった。そのため、『保
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表１　幼稚園数の増加情況（1948年～ 1956年）
年　度 幼稚園数 前年比増加実数 全増加率（％）
1948年 1,529 49 3.3
1949年 1,787 258 16.2
1950年 2,100 313 17.5
1951年 2,455 355 16.9
1952年 2,874 382 15.6
1953年 3,490 589 20.5
1954年 4,471 961 27.5
1955年 5,426 929 20.8
1956年 6,141 697 12.8
『幼稚園教育百年史』より作成 
引用：文部省編『幼稚園教育百年史』、1979年、821頁。
表２　 1948年と1956年との園数・教員数・幼児数・就園
率における比較
園　数 教員数 幼児数 就園率（％）
1948年 1,529 7,019 198,946 8.9
1956年 6,141 30,820 651,235 23.6
倍率 4.0倍 4.4倍 3.3倍 3.2倍
『幼稚園教育百年史』より作成 
引用：文部省編『幼稚園教育百年史』、1979年、821頁。
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育要領』に代わる新しい要領が望まれ
る傾向があったと考えられる。
　また、幼稚園の急増も改訂が望ま
れる要因の１つとなったと言える。
表１から明らかなように、幼稚園は
1949（昭和24）年頃から急激に増加し
ていった。すなわち、『保育要領』が
刊行された1948年当時の幼稚園数は
1,529園であったのが、年々増加を続
け、1953（昭和28）年には2.3倍の3,490
園となり、「幼稚園教育要領」が刊行
された1956（昭和31）年には4.0倍の
6,141園に至る。表２のように、1948（昭
和23）年と1956（昭和31）年とを比較
してみると、教員数は4.4倍、幼児数
は3.3倍、就園率は3.2倍となっている。
このような急激な増加の背景として、
戦後復興が進展するに伴い、幼稚園に
対しても社会的需要が増加し、それに
伴って就園率の増加を生んだのであ
り、総じて幼稚園に対する社会的関心
の高まりがあったと見ることができる。そして、新たに設立された幼稚園ではそのような要望に
応え、戦後の新教育のもと、より基準性の高い明確な指針の提示が望まれたと言える。
　さらには、戦後のGHQ（連合国軍総司令部）及びCIE（民間情報教育局）の主導のもとで新
たに作られた教育施策に対する検討や反省の空気も一段と強くなり、『保育要領』についても必
要という気運が高まったことがあげられる。まず問題とされたのは『保育要領』が参考書的な手
引き書としての「試案」であったことである。そして、家庭や保育所でも参考にされることを前
提としたような性格を持っていた『保育要領』を改訂し、より系統や組織のある、厳密な意味で
の幼稚園の教育課程の基準を作らなければならないという考えが強くなった。もともと『保育要
領』は「昭和22年度試案」と表紙に書かれてあることもあり、次々に新しい試案が出され、最終
的には決定版が出されることが教育関係者の中で暗黙のうちに予想されていたと考えられる。一
方で、手引き書としての試案という形で刊行されながら、「学校教育法施行規則」（1947年）では、
小学校の「学習指導要領」に関する条文を準用するという事態が続いていたため、その改訂は必
然的なものであったとも見ることができる。また、1951（昭和26）年の小学校の「学習指導要領
　一般篇」の改訂と関連し、その改訂作業がほぼ完了したことにより、『保育要領』の改訂が本
格的に着手されたのであった。
　以上のような『保育要領』のもつ趣旨や、それを基準化するという目的とは別に、1948（昭和
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23）年９月21日には文部省学校教育局初等教育課によって「保育要領改訂委員会」が設置された。
その趣旨は、いずれ『保育要領』全体の改善をはかることは当然であったが、最も緊急を要する
ことの１つとして、『保育要領』が「望ましい経験」の１つとしてあげている「リズム」につい
て研究を重ね、従来の保育項目の１つであった「遊戯」の刷新をはかる、という点があった。
　「保育要領改訂委員会」が設けられた経緯について坂元彦太郎は、「保育要領の中で、楽しい経
験として書いてあることは粗雑で不十分なところであります。主旨は間違いないにしても、描写
が不十分でしょう。お互いに研究をして、調整をやっていこうというので保育要領改訂委員会を
出発させたのです。＜中略＝引用者＞ただし、実際は戦前の『お遊戯』をもっと近代化で、教育
的なものにかえよという私の考えがあって、そのことを中心に出発したのです」５）とし、「遊戯」
の刷新は彼の影響によることを述べている。また、「省内には、学校教育全体について、『基準』
をつくったらどうか、幼稚園にも、といったことが議論されていました。教科課程とか保育課程
とか、いわゆるカリキュラムにあたることばとして『教育課程』といおうではないか、とこれは
ほとんど定まっていました」、「保育要領も、幼稚園の教育課程の基準を示すものとして幼稚園教
育要領と呼ぼうという議も出てい」たとして、既にこの時点で「幼稚園教育要領」と呼ぶ案が出
ていたことを証言している。さらに、「指導要録も私の在任中に、小学校の方は済ませたから、
幼稚園のものに手をつけようということになっていましたが、いわゆる評価にどういう柱をたて
るかが一番問題でした。その柱や、幼稚園教育課程の内容の問題について、後の６領域が浮かん
だり、消えたりしていました」６）として、評価の問題や６領域についての構想が存在していたこ
とを述べている。
（2）『保育要領』改訂の経緯
　新しい教育制度のもと、いわゆる新教育として出発した日本の戦後教育も、1949（昭和24）年
頃から徐々に見直しの時期に入っていった。その１つの表れが小・中・高等学校における「学習
指導要領　一般編」の改訂である。
　文部省では「学習指導要領」改訂を機に、幼稚園の『保育要領』についても改訂の意志を明ら
かにし、1950（昭和25）年１月に「幼稚園教育課程、幼児指導要録協議会」を設けて、教育課程
と「幼児指導要録」の研究を始めた。しかし、この協議会では教育課程について基本的な話し合
いをしただけで、指導要録を中心に研究したと見られる。「幼児指導要録」は、この協議会の答
申をもとにして、1951（昭和26）年３月３日に文部省から通達された。そして、当初の「学校教
育法施行規則」では、「第76条　保育日数及び保育時数は、保育要領の基準により、園長がこれ
を定める」とあった点が、1950（昭和25）年10月には「第76条　幼稚園の教育課程は、保育要領
の基準による」と改正された。これは幼稚園の教育課程は『保育要領』を基準として編成する、
ということを表すが、現実には『保育要領』は試案としての手引き書であるから、それを基準と
するとしても厳密な意味での基準ではなく、標準または努力目標といった位置づけであった。こ
のような事態に対処するために、1950（昭和25）年にこの準用規程をやめ、「保育要領の基準に
よる」ことを条文で明示したのであった。これは、『保育要領』を改正もしくは新しく作ること
により、国の教育課程としての基準になるものを設定することを意味していた。
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　一方、『保育要領』の改訂に本格的に着手するため、1951（昭和26）年５月30日に文部省は「幼
稚園教育の要領」編集委員会７）を設置した。委員会を設けた理由として、①『保育要領』は幼
稚園の教育課程の基準となっているにもかかわらず、家庭教育や保育所の事項とまで入っている
ため、再検討する必要があるのではないか、②「楽しい経験」が方法的であり、内容的なことと
が混在しているのではないか、といった批判が存在したこともあったが、最大の要因としては、
③小学校の「学習指導要領　一般篇」の改訂作業がほぼ完了したことにある８）。
　1951（昭和26）年の「学習指導要領」の基本線は変わらず、文字通りの改訂であったのに対し、
後に刊行される「幼稚園教育要領」（1956年）は、形式上『保育要領』の改訂となってはいても、
全く新しいものであることが必要とされた。なぜなら、『保育要領』は一見革新的に見えながら
も、その実質は大正末期から昭和前期にかけて既に日本で導入され実施されたものを、再び取り
上げて強調した感が否めなかったため、この改訂では『保育要領』を基調としつつも新たなもの
を作り出す必要性があったのである。
　『保育要領』が小学校などの「学習指導要領」に比べ、斬新さを欠いた内容となった理由とし
ては、第１に、戦前の幼児教育は国家的統制がゆるやかで自由であり、戦時中もその教育は戦時
色に塗り変えられはしたが国民学校（小学校）ほどではなかった点があり、第２に、『保育要領』
もCIEの指示と監督のもとに作成されたものではあっても、米国の占領政策を強く反映したも
のではなかったことにある９）。このような理由から、新たな改訂に際しては戦後の教育に即した
独自のものに是正しようとする流れが存在していた。委員会の名称を「保育要領改訂委員会」と
せず、「幼稚園教育の要領」編集委員会と称したことからもその一端が窺えよう。
　さらには、坂元彦太郎によると、1951年（昭和26）年９月に設置基準作成協議会が発足したが、
実際の協議会は教育要領の作成にあたったのであった10）。また、1951（昭和26）年には文部省の
「教材等調査研究会」内に「幼稚園小委員会」が設けられ、研究が重ねられていた。興味深いのは、
1953（昭和28）年８月末には既に委員会の答申としてA５判の200ページ以上の分厚い案ができ
ていたことである。このことについて宮内孝は、教育要領は基準性を強めた結果、骨子だけの32
ページに圧縮されたとしている。1952（昭和27）年の幼稚園教育研究会で、各都道府県代表に『幼
稚園教育要領案』を示し意見を求めたが、この案は1956 （昭和31）年の教育要領成案に近いもの
であったとしている。宮内は、答申は製本されずに未発表のままであったが、これを1954（昭和
29）年頃に参考として発表していたならば、「幼稚園教育要領」を正しく理解する手助けとなり、
混乱も少なく済んであろうと回顧している11）。このことから、後に「幼稚園教育要領」の刊行に
際して保育者らの間で混乱が生じていたと言え、また「幼稚園教育要領」が基準性に重きを置い
た特徴を持っていたことがこの事実からも窺える。
　『幼稚園教育要領』はそれから２年余り後に公刊されることになった。公刊までに時間がかかっ
た理由として、200ページもの案を最終的に32ページの冊子に編集する時間も関係していたと考
えられるが、小学校の「学習指導要領」の改訂作業が難航し、ようやく1957（昭和32）年に公表
されることになったことの影響や、幼稚園の「要領」は後回しにしてもいいという空気もあった
のである。編集に際しては、武田一郎が省内で中心となり、ある程度書き直す形で1956年版のも
のになった。この点について坂元は、幼稚園の直接の専門家がいなかったにもかかわらず、武田
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は分厚い手引き書的なものを、簡潔で基準的なものに書き直す責任を負わされていたようであっ
たと振り返っている12）。また、できあがった教育要領の文章においては、武田の影響が色濃く出
ていたとしている。すなわち、誰であったかは正確には不明だが、文章中に役人的な表現が随所
に混入し、うまく溶け合っていないところもあること。そして、武田が戦後日本に来たアメリカ
人らと深く交際し、さらには省内で生徒指導や生活指導などの指導書を作ったり、デューイ研究
者であったことから、いわゆる経験主義的な教育理論に心酔し、子どもの生活経験を重んじ、「望
ましい経験」という言葉が好きであったことを根拠として述べている13）。最終的な「幼稚園教育
要領」に「望ましい経験」という言葉が多く使われたことは、このようなことにも由来している
のであった。
　1953（昭和28）年11月には「学校教育法施行規則」が改訂され、幼稚園の教育課程は「保育要
領の基準による」であったのが、「幼稚園教育要領の基準による」となる。この改正は「幼稚園
教育要領」をまもなく公表できることを予想してのことであった。そして、1954（昭和29）年９
月には、文部省主催の「幼稚園教育研究集会」で「幼稚園教育要領案」、「幼稚園の教育目標」、「教
育内容」が中間発表され、各都道府県代表者に意見が求められた。さらには、1958（昭和33）年
３月にも説明会が開催された。その後、省内で研究が重ねられた末、当初より著しく簡潔な小冊
子として「幼稚園教育要領」が1956 （昭和31）年２月に刊行され、４月から実施されることとなっ
た。これにより、参考書的な手引き書から、幼稚園教育の目的や目標に向けての教育課程や教育
方法などに関する基準を示す書となったのである。
　「幼稚園教育要領」が刊行された当時は、「幼稚園教育要領」と「指導要録」とが間違われると
いうハプニングも生じたという14）。
（3）「幼稚園教育の要領」の編集
　「幼稚園教育の要領」の編集のため編集委員が任命され、1951（昭和26）年５月30日からその
作成に取り掛かった。その編集委員は、港区麻布幼稚園園長の鈴木虎秋、湘南学園幼稚園園長の
宮下正美、日本女子大学付属幼稚園主事の高橋貞、港区立南山幼稚園教諭の小山田幾子、千葉大
学教育学部付属幼稚園教諭の渡辺俊枝、双葉第一小学校教諭の柴田みどり、静岡県教育委員会指
導主事の小河洋、東京学芸大学助手の角尾稔、千葉大学助教授の宮内孝であった15）。他に、文部
省初等教育課長大島文義、武田一郎などが、またCIEからはアンブロースとユア－ズが加わっ
て委員会が構成された。『保育要領』（1948年）編集の民間委員が倉橋惣三をはじめ東京周辺の当
時一流と目される学者や実践家を集めて行われたのに対して、「幼稚園教育の要領」編集の民間
委員は無名の若手のみであった。宮内孝は、玉越三朗は文部省の立場であったために、自由な発
言はしなかったが、実質上、『保育要領』（1948年）の編集にたずさわった委員は一人もいなかっ
た。そのため具体的な構想がなかなかまとまらなかったが、逆に自由に自分たちの考えを出すこ
とができたと述べており16）、このことから、作成段階において苦労はあったものの、出来上がっ
た要綱は、より委員の自由な発想に基づいて構成されたことが窺える。
　「幼稚園教育の要領作成要項」が文部省によって示されたが、その見出しは以下のようなもの
であった。
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１．この書は何のためにつくるか
　幼稚園がその教育の目的や目標を達成するために、幼児をどのように理解し、その教育
の内容をどのように選んで幼児を指導していったらよいか等について研究するための手引
きとしてつくる。
２．この書はだれのためにつくるか
　幼稚園の教師および園長ならびに指導主事のためにつくる。
３．この書をつくるための方針
ａ．この書の法令上の取扱
　既に刊行された『保育要領』にかわるものとする。なお従来の『保育要領』は参考
書として存置する。
ｂ．内容についてはあらかじめ地方の意見をきく
　この書には、どんな内容を盛ったらよいかと意見を広く各地方から聞き、それを参
考として内容の骨子を定める。
ｃ．つくるために要する期間／昭和26年５月から12月までとする。
ｄ．編さんするための委員
（1）現に幼稚園あるいは小学校教育に従事している者／（2）教育学者／（3）心理学
者／（4）文部省関係官から10名以内を選ぶ
ｅ．体裁／ A５版　150頁の予定
　この作成要項で、法令上の取り扱いは「既に刊行された『保育要領』にかわるもの」、とされ
ている。なお、従来の『保育要領』は参考書として存置する」（３．ａ．）とあり、また、３．ｂ．「内
容についてはあらかじめ地方の意見をきく」とあり、この２項から、まず『保育要領』について
の、主として現場からの批判を明らかにすることが要求されたことが分かる。現場から出された
意見の主なものは、①『保育要領』は、学校教育機関としての幼稚園の教育内容を示すものとし
ては、適切を欠く点や不備な点が多いこと。②保育内容と目標とのつながりについて明示されて
いないこと。③保育内容が系統的・組織的ではないため、カリキュラムを作成するには非常に不
便であること。④カリキュラム作成の方法について何の示唆も与えられていないこと。⑤保育日
時数は『保育要領』の規準によって園長が定めると学校教育法施行規則第76条に規定されている
にもかかわらず、保育日時数について明確に決められていないこと。⑥幼稚園と保育所の両方に
適用出来るようになっていることであった17）。
　宮内孝によると、発足当時はまだCIEの管理下にあったが、最初の委員会にCIE担当官であ
るアンブロースとユア－ズが出席しなかったために、CIEの意向や構想が全くわからなかった。
また、文部省から「幼稚園教育の要領作成要項」が示されたものの、具体的な作業の進め方がわ
からないため、アンブロースとユア－ズに出席を要請したにもかかわわらず、彼らは４回目か５
回目の委員会になって出席した。この時、彼らが「日本は近く独立する。だから、あなた方で自
由に作りなさい」と言われたことで、ようやく安心して作業に入ったのであった18）。このように、
『保育要領』（1948年）では、章や節の名前はヘレン・ヘファナンの提案が用いられ、CIEの影響
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が多少あったのに対し19）、教育要領作成においては文部省とCIEとの交渉はあったとしても、委
員会としては直接の交渉を持たず、ほとんどCIEの関与がなくなり、『保育要領』よりもさらに
日本側の委員会が独自に行ったことがわかる。さらに、宮内によると「幼稚園教育の要領」編集
の基本的態度は形式的には『保育要領』の改訂であるが、『保育要領』の線にはとらわれない独
自のものとし、新しい幼稚園教育が適切に行われるための手引き書を作るというものであった。
また、作成にあたっては、『保育要領』の「改訂」であると強く打ち出すと、その単なる「一部
修正」という扱いになり、結果として教育の具体的目標や教育課程（指導計画も含む）の比重が
弱いものとなり、教育実践の場での要求に答えることが出来ない恐れがあるため、『保育要領』
の一部修正ではなく、『保育要領』を参考にしながらも全く新しい構想に立って作成し、教育実
践の場の要求をも満たすものをつくるというような考えに基づいていたという。そして、作成す
るにあたっての基本方針は、教育課程の国家基準というよりもむしろ指導助言という立場であ
り、各幼稚園で教育をするにあたっての手引き書としてとらえ、教育課程や指導計画の作成にお
いても指導においても役立つよう、幼稚園教育全般にわたって明らかにしたものを作ろうとした
のであった。実際には、まずどのような内容にするかについて、入れるべき必要がある事項をそ
れぞれの幼稚園で適切な指導をする立場に立って拾い上げる作業をしていったのであった20）。こ
れらを基にして第１章から第７章までの章立てが行われ、各委員がそれぞれの章を分担し、原案
をもとに討議を重ねる形で、以下のような答申を1953（昭和28）年８月に文部省に提出したので
あった。その目次を示すと以下のようになる。
幼稚園教育の要領
まえがき
Ⅰ　なぜ幼稚園教育は必要か／１．新しい教育における幼児教育／２．幼稚園教育の必要性
Ⅱ　幼稚園教育の目標はどこにあるのか
　１．教育の一般目標
　２．幼稚園教育の目標 
　　　（1）幼稚園教育の目標の原理 
　　　（2）幼稚園教育の具体的目標
　　１．健康　２．社会　３．自然　４．言語　５．音楽・リズム　６．絵画・製作
Ⅲ　幼児の発達について何を知るべきか
　　１．幼児期の全般的特性／２．身体の状況／３．知的発達／４．情緒的発達／
　　５．社会的発達
Ⅳ　幼稚園の教育課程はどのように構成するか
　　１．教育課程の構成に必要な条件／２．教育課程の構成する方法／
　　３．教育課程の具体例／４．教育課程の評価
Ⅴ　望ましい経験をさせるための指導
　　１．指導の方法
　　　（1）指導の方法／ａ．指導の順序　ｂ．個人的指導と集団的指導　ｃ．集団の分け方
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　　　（2）具体的指導の方法
　　　　ａ．健康　ｂ．社会　ｃ．自然　ｄ．言語　ｅ．音楽・リズム　ｆ．絵画・製作
　　２．よりよい指導をするための資料
　　　（1）生育の記録　（2）身体検査の記録　（3）標準テストの資料　
　　　（4）観察・面接・逸話記録等の資料　（5）家庭及び地域社会調査の資料　（6）事例研究
　　３．指導結果の評価　
　　　（1）評価とその必要　（2）評価の対象　（3）評価の方法　（4）評価記録とその利用
Ⅵ　指導に適当な環境はどうすべきか
　　１．教師
　　　（1）指導者としての教師　（2）現職教育　（3）教職員の協力
　　２．施設設備及び教材教具
　　　（1）望ましい施設・設備及び教材・教具
　　　　ａ．園地・園舎　ｂ．戸外の施設設備　ｃ．屋内施設設備　ｄ．教材教具
　　　（2）整備と活用／（3）評価と改善
Ⅶ　幼稚園は家庭・小学校及びその他の施設とどう協力したらよいか
　　　１．幼稚園と家庭との協力
　　　２．幼稚園と小学校との連携
　　　３．幼稚園と関係施設との協力
むすび
　前述したように、文部省によって示された「幼稚園教育の要領作成要項」に、「１．この書は
何のためにつくるか」として、「幼稚園がその教育の目的や目標を達成するために、幼児をどの
ように理解し、その教育の内容をどのように選んで幼児を指導していったらよいか等について研
究するための手引きとしてつくる」とされたこともあったためと推測されるが、委員会が答申
として文部省に提出した「幼稚園教育の要領」には、まず始めに、「Ⅰなぜ幼稚園教育は必要か 
１．新しい教育における幼児教育　２．幼稚園教育の必要性」について述べられている。この点
について宮内は「社会的に、幼稚園の必要性について疑問をもつ人もいるぐらいで、幼稚園につ
いての認識が薄かったため、『幼稚園はなぜ必要か』『幼稚園とはどんなものか』などについて、
まず明らかにしなければな」らなかったためと説明している。このように、まず幼稚園教育の必
要性について記載する必要があったが、「このことは、なかなか難しい事柄であり、しかも、こ
れについて委員全員の合意に達しなければならないので、難航し時間がかか」ったという21）。「ま
えがき」の直後に、幼稚園教育の目標や教育課程といった記述よりも先に「なぜ必要か」が書か
れていることからしても、その必要性や基本原則をも記述されなければならない当時の幼稚園に
対する社会の一般的な認識が窺える。
　以下、1956（昭和31）年に最終的に刊行された「幼稚園教育要領」の項目を掲げておく。
150 早稲田教育評論　第 26 巻第１号
幼稚園教育要領
まえがき
文部省はさる昭和22年「保育要領」を作成して、幼稚園の保育内容の基準を示した。
今回教材等調査研究会幼稚園小委員会の審議を経て「保育要領」を改訂し、これを「幼稚
園教育要領」として示すことにした。このたびの改訂の要点は次のとおりである。
　１．幼稚園の保育内容について、小学校との一貫性を持たせるようにした。
　２．幼稚園教育の目標を具体化し、指導計画の作成の上に役だつようにした。
　３．幼稚園教育における指導上の留意点を明らかに示した。
　なお、幼稚園教育関係者は、この幼稚園教育要領に基いて、実情に即した指導計画
を作成し、今回の改訂の趣旨達成に努力されたい。
目　　次
まえがき
第Ｉ章　幼稚園教育の目標
第Ⅱ章　幼稚園教育の内容
　　１健康／２社会／３自然／４言語／５音楽リズム／６絵画製作
第Ⅲ章　指導計画の作成とその運営
　　１．経験を組織する場合の差眼点
　　２．年・月・週・日単位の指導計画とその運営
　　３．指導計画の改善
　このように、1956（昭和31）年に最終的に刊行された「幼稚園教育要領」では、「幼稚園教育
の要領」に記載されていたような「Ⅲ幼児の発達について何を知るべきか」、「Ⅴ望ましい経験を
させるための指導」、「Ⅵ指導に適当な環境はどうすべきか」といった、保育に際して留意すべき
ことを項目ごとに記載することはせず、代わりに「第Ⅲ章　指導計画の作成とその運営」という
ように、指導計画について重点を置いていることがわかる。
（4）文部省と私立幼稚園関係者との対立
　1948（昭和23）年に刊行された『保育要領』には、その作成において私立幼稚園関係者はほと
んど関与することができなかった。1951（昭和26）年に文部省内に発足した「幼稚園教育要領編
集委員会」の委員についても私立幼稚園関係者は極少数が加えられただけで発言力も弱く、『幼
稚園教育要領』は省内の担当者、保育学者、公立小学校関係者、国公立幼稚園関係者によって作
成されることになった。私立幼稚園側に新要領作成についての研究作業がなかったわけではな
かったが、日名子太郎は「旧要領は文部省の独走体制の産物」と表現している22）。日名子によれ
ば、各都道府県代表と同様に東京都私立幼稚園協会に対しても、1954（昭和29）年９月の文部省
主催の「幼稚園教育研究集会」において「幼稚園教育要領案」が発表された際、その意見が求め
られた。これを受け、私立幼稚園協会は小委員会を結成し、その答申の作成に取り組んだ。当時、
私立幼稚園協会には、多少の問題はあっても文部省案を承認可能であるという理事会（理事長は
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長武南高志）の考えと、慎重に検討した上で修正を求めるべきであるという小委員会の２つの考
えが存在した。しかしながら、修正派の小委員会は最終的には、坂内ミツ、友松諦道、海卓子、
藤田往生、山田厳雄、日名子太郎のみとなり、少数派となった。その後、約１年間にわたる検討
の末、1955（昭和30）年７月の金沢市における全日本私立幼稚園連合会第２回大会において『幼
児期の教育（理論と実際）案―１・総論篇』と題された小冊子が参加者に配布されることとなっ
た。1956（昭和31）年２月の山形市における文部省主催の「幼稚園教育要領説明会」においても
この小冊子が示され、文部省側として臨んだ上野初等教育課長、玉越事務官、千葉大宮内教授ら
に対し、私立幼稚園側の特に東京都私立幼稚園から派遣された人たちが「幼稚園教育要領案」の
修正を求めたのであった。しかし、結局はこれらの活動の直接的な成果はなく、「幼稚園教育要
領」は刊行されたのであった23）。
　この小委員会が作成した小冊子の内容は以下のようなものであった24）。
＜まえがき＞
　幼稚園が22年に学校教育系の一環となり、以来、最近８年間の進歩発展は、まことに目覚し
いものがあります。しかも、その施設の大半は私幼によって占められ、今日の幼児教育は、実
に私どもの双肩にかかっているといっても過言ではありません、にもかかわらず、従来とかく
教育内容あるいは研究面において不十分な点が指摘されがちであった事も事実であり、この点
は、最近とみに盛んになってきた研究によって、これまでの不十分な点を補ってなお余りある
状態にまで達しつつあることは大変よろこばしい事であります。ただ、これらの研究は、多く
の場合、単独の園で行われているため、自らの限界があり、今後私どもが大きく発展するため
には、私立の立場や特色を強く表明した幼児期の教育についての理論の体系付け、並びに実際
に関する技術面の指導案が完成されねばなりません。しかし、今までに何もないところから、
まとまった体系を生み出すことは困難なことですが、全国３千の私幼において保育に携わる諸
先生の豊富な経験と知識、熱意によって必ずや乗り切る事ができ、やがてその努力の実を結ぶ
ことができる事と信じます。全国の私立幼稚園関係者各位の御協力を期待し、また熱望してや
みません。
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表３　 国立・公立・私立の園数とその割合（1947年～ 1956年）
年度 国立 公立 私立 合計 国立  ：  公立：  私立（％）
1947年 33 658 789 1,480 2.2  ：  44.5：  53.3
1948年 33 701 795 1,529 2.2  ：  45.8：  52.0
1951年 32 920 1,503 2,455 1.3  ：  37.5：  61.2
1956年 35 2110 3,996 6,141 0.5  ：  34.4：  65.1
『幼稚園教育百年史』より作成 
引用：文部省編『幼稚園教育百年史』、1979年、821頁。
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１．総論篇
１．まえがき
１．前文
A　要領　目標 
B　発達上の特性と指導上の要点 
C　指導方法　解説　参考資料データー　
１．指導篇
　　 健康生活の育成／社会生活の育成／知的生活の育成／情緒生活の育成／表現活動の育成
／家庭における指導
　この全日本私立幼稚園連合会が出した案では、幼稚園のあり方、幼児教育の目的、理想の人
間像、目標の連関の仕方、目標を具体化する際に大切にすべき点、教育内容（経験内容）の分
け方、について述べている。その上で、文部省の「幼稚園教育要領」（1956年）が幼稚園教育の
内容を「１．健康」、「２．社会」、「３．自然」、「４．言語」、「５．音楽リズム」、「６．絵画製
作」としているのに対して、全日本私立幼稚園連合会では、各目標を「１．健康生活の育成」、
「２．社会生活の育成」、「３．知的生活の育成」、「４．情緒生活の育成」、「５．表現活動の育成」
としている。そして、さらに「指導篇」ではこの５つの目標に加え、「家庭における指導」をも
加えている。領域的な考え方よりも、幼児を「育成」する側面としての「目標」を掲げたことが
この小冊子の特徴と言えよう。
　1909（明治42）年以来、幼稚園数は国立や公立よりも常に私立が上回り、戦争による減少をみ
せてもなお、私立の園が最も多かった。1947（昭和22）年から1956（昭和31）年までの国立・公
立・私立の園数からその割合を計算すると、「幼児保育要綱（仮称）」を編集するための「幼児教
育内容調査委員会」が作られた1947（昭和22）年の時点においても、私立の占める割合は53.3％
であったが、1951（昭和26）年の「幼稚園教育要領編集委員会」が結成された時点は61.2％、「幼
稚園教育要領」が刊行される1956（昭和31）年には65.1%にも及んでいたのであった（表３参照）。
それにもかかわらず、私立幼稚園関係者は極少数の委員が選ばれたに過ぎず、影響を及ぼすこと
ができなかったのは、一部の教育家らによってまずは取りまとめてしまいたいという、文部省の
官僚的姿勢があったのではないかと推察される。
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２．「幼稚園教育要領」の特質
　以上、幼稚園における教育内容の指標となる基準としての「幼稚園教育要領」が作成された背
景と編纂過程について考察してきたが、それらを受けて実際に作成された「幼稚園教育要領」の
特質とはどのようなものであったのであろうか。それまでの『保育要領』（1948年）とは異なる
特質として、次の５点をあげることができる。すなわち、第１に、保育所や家庭を対象とせず、
幼稚園教育のみを対象にしたこと、第２に、小学校との一貫性を考慮したこと、第３に、幼稚園
教育の目標の具体化を図り、幼稚園教育の内容を「健康」、「社会」、「自然」、「言語」、「音楽リズ
ム」、「絵画製作」の６領域に分類したこと、第４に、幼児の発達段階の特性を重視し、領域ごと
に箇条書きで述べていること、第５に、公的なものとして指導計画の作成と運営について示した
ことである。
　第１の特質としての、保育所や家庭を対象とせず幼稚園教育のみを対象にした点について述べ
ると、『保育要領』（1948年）は副題に「幼児教育の手引き」と記され、幼稚園や保育所、そして
家庭においても一貫した保育がなされるべきという考えから編まれ25）、「参考」になるように作
られたものである。一方で、「幼稚園教育要領」においては、保育所や家庭教育に関する記述を
取り除き、幼稚園の教育課程の基準として位置づけを明確にしたのであった。
　第２の特質としては、「幼稚園教育要領」では、幼稚園を小学校の前段階として位置づけ、教
育内容についても小学校と一貫性を持たせようとしたことである。これは「幼稚園教育要領」の
基本的な柱であるが、具体的に小学校の教科のための準備をすることや教材の連絡などを示して
いるわけではなかった。この点は後に誤解を生むもとになった。『保育要領（試案）』（1948年）
が保育の内容として、「楽しい幼児の経験」を羅列していたのに対して、「幼稚園教育要領」では
領域によって系統的に内容を示すことで、広い意味で保育内容の一貫性を持たせることが可能に
なったと考えられる。また、小学校の教育課程を考慮して指導計画を立てるものと示したことも、
一貫性を持たせることの１つであると言える。このような系統性を持たせたことにより、1958（昭
和33）年から小学校などで「系統学習」へ移行した際には、幼児教育においてもそれへの移行が
容易になったと推測できる。
　第３の特質としては、「学校教育法」第78条の５つの目標を掲げ、「具体的にして、その内容を
考える必要がある」として、ここから具体的な目標の６領域を導き出していることである。幼稚
園の教育内容を目標から分類して示したことは、幼稚園に関しては初めてのことであった。一
方、それぞれの領域ごとに「望ましい経験」を示し、「幼児の具体的な生活経験は、ほとんど常に、
これらいくつか領域にまたがり、交差して現れる」ともしているため、保育内容を６領域に明確
に分類することと、生活経験は領域にまたがって交差するものであるということとが矛盾してい
た。また、「小学校以上の学校における教科とは、その性格を大いに異にする」といった説明は
あるが、なぜ異なるかを明確には示しておらず、「保育内容について小学校との一貫性を持たせ
る」ことを強く打ち出しているため、小学校以上での教科内容と同一のものとして受け止められ
る傾向が見られた。また、領域を立てたのは「内容を組織的に考え、かつ指導計画を立案するた
めの便宜のためからしたものである」と記述されていることなどによって、領域別に指導計画を
立てて指導するのが望ましいといった誤解が生じ、６領域を教科的なものと解釈して、内容を系
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統的に配置する指導計画を立てる傾向へとつながった26）。領域の名称や数が小学校の教科と近似
していたことも、当時多くの誤解や批判を生んだのであった。
　第４の特質としては、先にあげた第１から第３の特質と関連し、幼児の発達段階の特性を重視
し、領域ごとに箇条書きで述べていることがあげられる。上述したように、『保育要領』（1948
年）では、その対象は幼稚園、保育所、家庭であり、その内容は「試案」としての手引き書また
は参考書であったため、厳密な意味での基準ではなかったが、「幼稚園教育要領」では教育課程
としての性格が明確になり、また系統性や組織性が重視されたことも関係して、より端的な表記
となったと考えられる。
　第５の特質は、公的なものとして指導計画の作成と運営について示した点である。このことは、
「幼稚園教育要領」を幼稚園教育にとって極めて重要なものと位置づけ、「学校教育法」の幼稚園
の目標を細分化し、ねらいとして具体化して指導計画が作成できるようにしたことを意味してい
た。これにより、再びカリキュラムブームが起こったが、指導計画の作成については述べていて
も、指導そのものについての記述はほとんどないために、カリキュラムの構成や組み立て方ばか
りが先行するような状況に陥ることとなった。
　このように、『保育要領』（1948年）とは異なる特質を持った「幼稚園教育要領」が1956（昭和
31）年に刊行されたのであった。
３．教育家による「幼稚園教育要領」に対する見解
　坂元彦太郎は「領域の功罪と『活動の全貌』」27）の中で、1956（昭和31）年の「幼稚園教育要領」
の功罪について以下のように述べている。「昭和31年発行の幼稚園教育要領において、はじめ　
　『領域』という考えが打ち出され、そのことがさまざまな問題をひきおこし、多くの功罪をも
たらした」と述べ、３つの功として「（1）研究会や話し合いのとき、共通の意味を持ったことば
で話し合うことのできる共通の場ができた。（2）自分が行った保育を、あとから反省したり、整
理したりするのに便利である。また、これから計画をたてるときにも、どういう面に注意しなけ
ればならないかがわかって便利である。（3）まず、ねらいをおさえた上で活動や内容を考えるの
で、計画性ができる」、をあげている。そして、罪としては以下の５点をあげている。
（1）「領域」に対する理解の浅さや、誤解からくる混乱が相当に各方面におこっている。極端
なのは、一日の保育時間をそれぞれの領域に何分ずつをあてたらいいか、といったことが
大まじめに問題にされている。
（2）領域という建前からはずれた、保育における重要な別の問題がおろそかにされていること
である。たとえば、昔は保育の一番中心的な位置を占めていた積み木遊び、つい先ごろま
で議論の焦点であった「自由遊び」、こういったことについての研究が軽んじられかけて
いる。現在でもなお、これらの方がむしろ領域以上に、少なくとも、それとならんで保育
における中心的な問題であるはずである。
（3）「領域」の中に、必ずしも代表的なものが取り落としなく、あげてはいなかったために、
現在の領域に盛られているものだけに頼ると、不十分なことがおこる。各園でよく掲げて
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ある目標の一つに「明るく素直な子ども」といったようなものがあるが、これらは、領域
のいずれにもない。もし入れるとすれば「社会」の中にあるべきだと思われるが、こうし
た幼児が個人として具えてほしいものが十分にあげられていない。また「健康」ではどち
らかといえば、体育とか運動とかより、保健衛生のほうが重んじられていた。これは「社
会」とか「健康」とか名前のつけ方によって中味が偏ってしまっているのか、偏った影響
を及ぼしているともいえる。
（4）「領域」にこだわって考えるため、子どもの活動を細切れにしてしまう危険をはらむこと
がある。むろん、ただ幼児の自然な活動だけにまかして良い訳ではないが、いわゆる極端
な経験主義への反動もあり、また研究会などのテーマが領域にかたよっているようなこと
が現実の指導にもうつってきて、従前の、幼児教育では、全体的、具体的な展開を重んじ
てきた好ましい点を、捨て去ろうとするような動きを示す人々もいる。
（5）もろもろの領域に共通しているような部面を、横断的につかまえだして、研究することが
おろそかにされる傾向がないでもない。たとえば、いくつかの領域にまたがる生活の基本
的な習慣などをどのようにして養ったらいいか、といったようなことについての関心が従
前よりは薄くなっている。
　すなわち坂元は、「領域」という概念によって保育の内容を区分けする物差しのような基準が
できたことで、主観的にも客観的にも保育内容を顧みたり議論したりすることが計画的にできる
ようになったが、そもそも保育内容は「領域」で単純に区切れるものではなく、子どもの様々な
活動場面で総合的に行われるものであるため、「領域」に囚われることで保育者の柔軟性が失わ
れ、「領域」にまたがる保育内容への配慮が欠けている問題を鋭く指摘したのであった。
　また多田鉄雄は、「あとでは坂元さんなんかが幼稚園教育要領をあのように持っていったが、
倉橋さんは幼稚園と学校とはまったく違うんだと考えていました」、「山下先生（山下俊郎：引用
者註）も『保育要領』は非常によいが『幼稚園教育要領』は悪いと言っていますが、文部省が昭
和30年頃から幼稚園と小学校の関連ばかり考えて、幼児教育の独自性とか、幼稚園と保育所の関
係を考えなくなりました」28）、と指摘している。多田は、「自由主義」を主軸にすることに熱心で
あり、『保育要領』にそれらを取り入れた『保育要領』の作成委員らは、「幼稚園教育要領」が系
統性に偏り、保育が教科的になって型にはまった保育がなされることを批判したのであった。
おわりに
　以上、本論文では戦後の保育内容について、「幼稚園教育要領」（1956年）に着目し、その作成
の背景、作成過程とそこにおける議論及び内容的特質を中心に分析した。
　1948（昭和23）年に刊行された『保育要領（試案）』では、その解釈について当惑する者も多く、
『保育要領』が「自由主義」に偏り、また望ましい経験を多義に使っていたことによる混乱への
反省から、より明確で基準性の高い系統的な指針の提示が望まれた。さらには、幼稚園数の急増
という時代背景と、1951（昭和26）年の小学校の「学習指導要領　一般篇」の改訂作業がほぼ完
了したことも関係して、『保育要領』の改訂が本格的に着手されることになり、保育所や家庭を
156 早稲田教育評論　第 26 巻第１号
対象とせず幼稚園教育のみを対象にした「幼稚園教育要領」（1956年）が作成されることになっ
た。作成においては、ほとんどCIEの関与がなくなり、『保育要領』よりもさらに日本側の委員
会が独自に行ったものであった。そして、元は200ページもの案が骨子だけの32ページに圧縮さ
れて刊行されたのであった。刊行された「幼稚園教育要領」は、小学校と関連を持たせ、保育内
容を６つの領域に分類していた。しかし、６領域を教科的なものと解釈し、領域別に指導計画を
立てて指導するのが望ましいといった誤解が保育者の間に生じるほど、保育内容は系統性、一貫
性、基準性の強いものであった。さらには、坂元が言及したように、保育者があまりにも「領域」
の概念に縛られすぎ、それによって、例えば子どもの「生活経験」など、領域にまたがって交差
する保育内容や、例えば「明るく素直な子ども」を育むなど、逆に６領域の枠組みでは捉えられ
にくい保育内容への配慮が欠けることの問題も指摘されたのであった。
　「幼稚園教育要領」刊行時において特徴的なことは、教育内容の指標としての「幼稚園教育要
領」は、一方では組織的、系統的、計画的であることを目指し、他方では幼児の具体的な生活経
験を大事にするという趣旨の下に作成されたが、その理解に対して多くの議論と混乱とが生じた
ことであった。このような混乱を解決する試みとして、各地で保育案の発表や保育雑誌に指導計
画のモデルカリキュラムの掲載が盛んに行われた。これらは、幼稚園の量的な拡大や、幼児・教
員数の増加も関連して、各幼稚園における指導計画の作成の参考として大きな役割を果した。同
時にそれぞれのモデルカリキュラムの特徴が多様であることなどから、モデルカリキュラム自体
への誤解が生じるなど、新たな問題も存在したのであった。これらの詳細な研究については本論
文を踏まえた今後の課題としたい。また、あわせて1960年代以降の幼稚園教育について、改訂が
続けられた「幼稚園教育要領」における幼児教育論議や、それに基づく幼稚園での教育実践につ
いて考察し、保育内容面から見た幼稚園教育の実態とその特質も明らかにしていきたい。
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